



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  虐待の否定  虐待の疑い 
 ハイリスク 
 明らかな虐待 











他機関・庁内からの紹介など 通所利用者                   訪問で疑ったら  



























































































































































































































































































































































































































































































































































34）Yvonne Joan Craig. Advocacy, Counselling and Mediation in 


















― 176 ― 社会関係研究　第12巻　第１号

























































































― 178 ― 社会関係研究　第12巻　第１号
取引の被害を受け、又は受ける恐れのある高齢者について、適切に、老
人福祉法第32条の規定により審判の請求をするものとする（高虐27条２
項）及び、成年後見制度の利用促進を規定している（同28条）。しかし、
窃取・横領行為と詐欺行為については、高齢者自身に被害認識がないこ
とも多く、被害を確認することが困難である。したがって、行政的に事
実確認調査をしたり一時保護措置を採ったりするよりも、地域権利擁護
事業等を通じて本人の財産状況を確認し、法的措置を採ることが先決で
ある。平田厚『高齢者虐待防止利擁護実践事例　2006』全国社会福祉協
議会　2006年３月１日７頁参照。
